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個人住民税の概要



○ 個人住民税は、広く住民が地域社会の費用を分担するもの。
○ 個人住民税には、市町村民税と道府県民税がある。
○ 納税義務者は、市区町村（都道府県）に住所を有する個人である。

所得割

標準税率(年額) (※)

市町村民税 3,500円

道府県民税 1,500円

標準税率

市町村民税 ６％

道府県民税 ４％

計 １０％

税収 納税義務者数

個人住民税 約11兆4,000億円 約5,600万人

（参考）所得税 約17兆1,000億円 約5,200万人

税収 納税義務者数

個人住民税 約2,900億円 約6,000万人

(※) 復興財源確保のため、平成26年度から平成35年度分までの間、標準税率が年1,000円（市町村民税500

円、道府県民税500円）引き上げられている。

均等割

株式等譲渡所得割

非課税限度額を上回る者に定額の負担を求めるもの

納税義務者(※)の所得金額に応じた税額の負担を求めるもの（一律１０％）
(※)非課税限度額の制度あり

配当割

利子割

個人住民税

• 源泉分離課税として、所得税（１５％）と
合わせて税率２０％

• ３／５相当を市町村へ交付

→道府県民税として特別徴収

税率

５％

税収

約3,100億円

［参考］就業者数 約6,311万人

（注） １．道府県民税の徴収も市町村民税と併せて市区町村が行っている。
２．税収は、個人住民税は平成26年度決算見込額、所得税（復興特別所得税を含む。）は平成26年度決算額（概数）による。

３．納税義務者数は個人住民税、所得税ともに「平成26年度市町村税課税状況等の調」による。
４．復興財源確保のための均等割の標準税率の引上げは、「東日本大震災からの復興に関し地方公共団体が実施する防災のための施策に必要な財源の確保に係る地方税の

臨時特例に関する法律」（平成23年12月2日法律第118号）に基づく。

個人住民税の概要
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（注１）所得金額は、給与所得者の場合、収入金額から給与所得控除を引いた後の金額
（注２）世帯人員数は、本人、控除対象配偶者及び扶養親族の合計数
（注３）加算額は、控除対象配偶者又は扶養親族を有する場合のみ加算
（注４）均等割の非課税限度額は、基本額及び加算額に生活保護基準の級地区分に応じて率（１級地：1.0 、２級地：0.9 、３級地：0.8）を乗じた額を基準として

条例で設定
（注５）所得割の非課税限度額を上回り、所得割が課される者については、「総所得金額－所得割税額」が非課税限度額判定基準を下回らないように調整。

○ 個人住民税の非課税限度額制度は、できるだけ多くの住民がその能力に応じて広く負担を分かち
合うという個人住民税の「地域社会の会費」的性格を踏まえつつも、低所得者層の負担を考慮し、生
活保護基準額程度の所得の方（※）をできるだけ非課税としようとする制度（均等割：昭和51年度創
設、所得割：昭和56年度創設）

○ 非課税限度額の基準は、均等割については前年の生活扶助基準額を、所得割については前年の
生活保護基準額（生活扶助基準額＋住宅扶助＋教育扶助）を勘案して設定

所得金額 ≦ ３５万円 ×世帯人員数 ＋ ２１万円均等割

所得割 所得金額 ≦ ３５万円 ×世帯人員数 ＋ ３２万円

基本額 加算額

現行の非課税限度額の基準

※生活保護法の規定による生活扶助を受けている者は、個人住民税が非課税とされている。
【地方税法（抄）】
第二十四条の五 道府県は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、道府県民税の均等割及び所得割･･･(中略)･･･を課することが
できない。
一 生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）の規定による生活扶助を受けている者

個人住民税非課税限度額の概要
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収入金額による所得税・個人住民税負担のあり方（給与所得者の場合のイメージ）

生活扶助
基準

税負担

収入金額
（万円）

（注１） 単身（給与所得者25歳）のケース。
（注２） 生活扶助（保護）基準は、１級地－１,Ⅵ区の例。
（注３） 生活保護を受けている者は、収入金額に関わらず個人住民税は非課税。
（注４） この他、復興特別所得税がある。

5％
10％

20％
生活保護

基準

個人住民税均等割（5,000円）

23％

441 649 1,098

個人住民税所得割

100

（5％～45％の累進税率）

所得税

（10％の比例税率）

100 115 121
個人住民税均等割

98 収入金額
（万円）

以降、33％、40％、45％の
税率区分がある。

114

個人住民税所得割

所得税
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未定稿

個人住民税計算の仕組み（イメージ）

収入の種類（注１） 必要経費等 所得分類（注２） 損益通算（注２） 諸控除等 　　適用税率

 

○ 利子収入 利子所得 × 比例税率 ＝ 税額（源泉分離課税）

（注１）主な収入を掲げており、この他に「先物取引に係る雑所得等」などがある。また、各種所得の課税方法についても、上記の課税方法のほか、源泉分離課税や申告分離課税等が適用される場合がある。
（注２）各種所得の金額及び課税所得の金額の計算上、一定の特別控除額等が適用される場合がある。
（注３）これらの所得に係る損失額は他の所得金額と通算することができない。
（注４）特定公社債等の譲渡所得等については申告不要又は申告分離課税、一般公社債等の譲渡所得等については申告分離課税とする（平成28年１月１日以後適用）。
（※１）勤続年数５年以下の法人役員等の退職金については、２分の１課税は適用されない。
（※２）「配当所得」及び「株式等の譲渡所得」については、一定の要件の下、特別徴収（源泉徴収）のみで納税を完了することができる（申告不要）。
　　　　「上場株式等の配当所得」については、申告する際、総合課税（配当控除適用可）と申告分離課税のいずれかを選択可能。
　　　　「上場株式等の譲渡損失」と「上場株式等の配当所得」との間は損益通算可能。
　　　　上場株式等の譲渡損失及び配当所得の損益通算の特例の対象に、特定公社債等の利子所得等及び譲渡所得等を加える（平成28年１月１日以後適用）。
（※３）特定公社債等の利子所得等については、申告不要又は申告分離課税とする（平成28年１月１日以後適用）。

× 比例税率 ＝ 税額（申告分離課税）

○ 土地等の譲渡収入 取得費等 （土地等の）譲渡所得 × 比例税率 ＝ 税額（申告分離課税）

○ 配当収入 負債利子 配当所得（※２） 損
益
通
算

× 比例税率 ＝ 税額（申告分離課税）

○ 株式等の譲渡収入 取得費等 （株式等の）譲渡所得（※２）

退職所得控除 ×1/2（※１） 退職所得 × 比例税率 ＝ 税額（申告分離課税）

○ 山林収入 必要経費
50万
控除

山林所得

○ 公的年金 公的年金等控除

雑所得

○ その他収入 必要経費

○ 退職金

×1/2 × 比例税率 ＝ 税額

○ 一時の収入
収入を得るために

支出した金額
50万
控除

一時所得

○ 不動産収入 必要経費 不動産所得

○
その他の資産の
譲渡収入（５年超）

取得費等
50万
控除

譲渡所得
（総合長期）

○ 給料・賃金
給与所得控除

（特定支出控除）
給与所得

損
　
　
益
　
　
通
　
　
算

所
　
得
　
控
　
除
（

人
的
控
除
等
）

○ 事業収入 必要経費 事業所得

（注３）

（注３）

（注３）

（注３）

×

×

×

×
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給与所得者の個人住民税額計算のフローチャート

納付税額

給
与
収
入
（
年
間
収
入
）

給与所得の
金額の計算

課税所得の
金額の計算

税額の計算

給
与
所
得
の
金
額

所
得
控
除

（
課
税
ベ
ー
ス
）

課
税
所
得
の
金
額

【標準税率】 10％（都道府県４％、市町村６％）

外国税額控除
寄附金税額控除

など

個人住民税独自の計算

給
与
所
得
控
除

所得税と同一の計算

税額控除

基礎控除
配偶者控除
扶養控除
特定扶養控除
障害者控除

（特別障害者
社会保険料控除
生命保険料控除
医療費控除 など

33万円
33万円
33万円
45万円
26万円
30万円）

所得控除

算出税額

給与所得控除

～ 162.5万円
～ 180 万円
～ 360 万円
～ 660 万円
～1,000 万円
～1,500 万円
1,500万円～

【26年度改正】
1,200万円～
1,000万円～

（※1）平成29年度分の個人住民税について適用
（※2）平成30年度分以後の個人住民税について適用

65万円
40％
30％＋ 18万円
20％＋ 54万円
10％＋120万円
５％＋170万円

245万円

230万円（※1）
220万円（※2）
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税制抜本改革法（抜粋）
「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律」

（税制に関する抜本的な改革及び関連する諸施策に関する措置）

第七条 第二条及び第三条の規定により講じられる措置のほか、政府は、所得税法等の一部を改正する法律（平成二十一年法律第

十三号）附則第百四条第一項及び第三項に基づく平成二十四年二月十七日に閣議において決定された社会保障・税一体改革大

綱に記載された消費課税、個人所得課税、法人課税、資産課税その他の国と地方を通じた税制に関する抜本的な改革及び関連

する諸施策について、次に定める基本的方向性によりそれらの具体化に向けてそれぞれ検討し、それぞれの結果に基づき速や

かに必要な措置を講じなければならない。

二 個人所得課税については、次に定めるとおり検討すること。

イ 金融所得課税については、平成二十六年一月から所得税並びに個人の道府県民税及び市町村民税（ニにおいて「個人住民

税」という。）をあわせて百分の二十の税率が適用されることを踏まえ、その前提の下、平成二十四年度中に公社債等に

対する課税方式の変更及び損益通算の範囲の拡大を検討する。

ロ 給与所得控除については、給与所得者の必要経費に比して過大となっていないかどうか等の観点から、実態を踏まえつつ、

今後、その在り方について検討する。

ハ 年金課税の在り方については、年金の給付水準や負担の在り方など今後の年金制度改革の方向性も踏まえつつ、見直しを

行う。

ニ 個人住民税については、地域社会の費用を住民がその能力に応じて広く負担を分かち合うという個人住民税の基本的性格

（(2)において「地域社会の会費的性格」という。）を踏まえ、次に定める基本的方向性により検討する。

(1) 税率構造については、応益性の明確化、税源の偏在性の縮小及び税収の安定性の向上の観点から、平成十九年度に所

得割の税率を比例税率（一の率によって定められる税率をいう。以下(1)において同じ。）とした経緯を踏まえ、比例

税率を維持することを基本とする。

(2) 諸控除の見直しについては、地域社会の会費的性格をより明確化する観点から、個人住民税における所得控除の種類

及び金額が所得税における所得控除の種類及び金額の範囲内であること並びに個人住民税における政策的な税額控除

が所得税と比較して極めて限定的であることを踏まえるとともに、所得税における諸控除の見直し及び低所得者への

影響に留意する。

(3) 個人住民税の所得割における所得の発生時期と課税年度の関係の在り方については、番号制度の導入の際に、納税義

務者、特別徴収義務者及び地方公共団体の事務負担を踏まえつつ、検討する。

（平成24年8月22日法律第68号）
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「わが国税制の現状と課題 － 21世紀に向けた国民の参加と選択 － 」
（税制調査会） （平成12年７月） （抜粋） 1/3

第一 基本的考え方

四 税制の検討の視点

４． 地方分権と地方税財源の充実確保

（１） 地方分権の意義と地方税の役割

地方税は、地方公共団体が、このような行政を行うために必要な経費を賄うものであり、地域の共通

の経費をその地域の住民がその能力と受益に応じて負担し合うものと言えます。このため、地方税につ

いては、負担分任性（分かち合い）や応益性を有する税制が望ましいとされています。地方税の負担を

求めるに当たって、地方公共団体が、どの程度の行政水準を、どれだけの経費で実現しているのか、住

民に対して情報公開を行い、説明責任を果たし、住民の参加と選択を求めることにより、責任ある地方

自治が構築されます。地方税は言わば、民主主義の学校である地方自治の存在証明とも言えるもので

す。

（略）

（４） 地方税財源の充実確保方策の方向

上に述べた基本的な考え方に沿って地方税の充実確保を図る際には、所得・消費・資産等の間にお

ける均衡がとれた国・地方を通ずる税体系のあり方等を踏まえつつ、税源の偏在性が少なく税収の安定

性を備えた地方税体系を構築することが重要です。

地方税の基幹税目の中では、個人住民税や固定資産税は、安定的で税収の変動が少なく、どの地

方公共団体にも税源が広く存在し、その偏在が少ないという性格を持っており、また、地方消費税は、清

算を行うことにより、同様の特徴を有しています。個人住民税は地域住民が地域社会の費用の負担分

任の原則の下に負担する税であり、受益と負担の明確化という観点や自治意識の涵養という点からそ

の充実が望ましいと考えられます。
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「わが国税制の現状と課題 － 21世紀に向けた国民の参加と選択 － 」
（税制調査会） （平成12年７月） （抜粋） 2/3

第二 個別税目の現状と課題

一 個人所得課税

３． 個人所得課税の課題

（５） 個人住民税のあり方

個人住民税は、基幹税として地方財政を支える税であるとともに、地域社会の費用を住民がその能

力に応じ広く負担を分任するという独自の性格（負担分任の性格）や地方公共団体が少子・高齢化に伴

い提供する福祉等の対人サービスなどの受益に対する対価として、対応関係を明確に認識できるという

性格（応益性）を有しており、地方自治を支える税として位置付けることができるものと言えます。こうし

たことから、個人住民税は所得税に比較してより広い範囲の納税者がその負担を分かち合うものとなっ

ています。

個人住民税については、地方分権の推進や少子・高齢化の進展に対応し得る税制として、このような

性格などを踏まえつつ、そのあり方を検討する必要があります。
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「わが国税制の現状と課題 － 21世紀に向けた国民の参加と選択 － 」
（税制調査会） （平成12年７月） （抜粋） 3/3

第二 個別税目の現状と課題
一 個人所得課税

14． 個人住民税関係
（１） 個人住民税の意義

① 地方自治を支える個人住民税
個人住民税は、地域社会の費用を住民がその能力に応じ広く負担を分任するという独自の性格（負担分任の性格）を有しているこ

とから、課税最低限は所得税よりも低く、税率も緩やかな累進構造となっています。
地方公共団体は、住民に対し、日常生活に密着した様々な行政サービスを提供していますが、個人住民税は、このような行政サー

ビスの実施主体である地方公共団体がその課税主体となり、受益者である住民に広く課税するものであり、住民は、身近な地方公
共団体からの受益とそれに対する負担との関係を明確に理解することができます。

また、それにより、住民が地方行政に対する理解と関心を深めることとなり、地方自治の運営に参画することにつながるとともに、
自ら負担する税がどのような行政サービスに使われるかを監視することにより、住民の需要に応じた効率的な地方行政が推進され
ることとなります。

（２） 個人住民税の現状
① 個人住民税の納税義務者数

平成11年度の市町村民税の所得割の納税義務者は、「市町村税課税状況等の調（自治省税務局）」によれば、5,232万人となって
おり、多くの住民が広く負担を分任していると言えます。このうち、所得税の納税義務を有しない者は233万人（4.5％）となっており、
所得割のみの納税義務者（均等割の納税義務を負う夫と生計を一にする妻（生計同一の妻）に対する均等割の非課税措置の対象
者）は884万人となっています。

また、市町村民税の均等割の納税義務者は4,679万人となっており、このうち、均等割のみの納税義務者は331万人となっています。
（３） 個人住民税の課題

① 個人住民税の充実確保

個人住民税は、負担分任の性格を有するとともに、地方公共団体が少子・高齢化に伴い提供する福祉等の対人サービスなどの受
益に対する負担として、対応関係が明確に認識できるものであり、このような明確化は、国・地方を通ずる行政の簡素化・効率化に
つながることともなります。
② 所得割の所得控除と課税最低限

所得割の所得控除及び課税最低限のあり方については、個人住民税の負担分任の性格から所得税に比較してより広い範囲の納
税義務者がその負担を分かち合うべきものであるため、所得税と一致させる必要はないと考えられます。

④ 均等割
イ．均等割の意義

均等割は、住民が地方公共団体から様々な行政サービスを受けている対価として、地域社会の費用の一部を等しく分担するも
のであり、負担分任の性格を有する個人住民税の基礎的な部分として位置付けられるものです。

また、少子・高齢化の進展に伴い、住民が税負担を広く分かち合うことが必要となっていることからも、均等割が果たすべき役割
は大きいものと考えられます。
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働き方の選択に対して中立的な税制の構築をはじめとする個人所得課税
改革に関する論点整理（第一次レポート）（抄）【個人住民税】

４．選択肢を踏まえた今後の検討について

（３） 諸控除のあり方の検討にあたっては、個人住民税において独自に設けられている非課税限度額制度との関係

についても検討が必要となる。また、様々な社会保障や福祉の制度の適用基準等に、所得税や個人住民税が非

課税であることやその課税所得金額が用いられていることにも留意が必要である。

平成26年11月
政府税制調査会
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個人住民税の沿革



我が国の個人住民税の沿革（イメージ）①

明治21年度

・市町村が戸数割（道府県税）及び所得税（国税）に市町村税を附加することができるようになった
・附加税の制限税率を法定（明治41年度～（大正15年度に緩和））

大正10年度

○戸数割：道府県税
・戸数割について統一的な基準を制定
・戸数割附加税（市町村税）についても、統一的基準を制定

明治11年度

・納税義務者、課税客体、税率などは道府県の定めるところに一任
・大多数の道府県は、従来の慣行により、見立割という総合資力を標準として課税

大正15年度

戸数割の創設：道府県税

戸数割附加税・所得税附加税の創設：市町村税

戸数割の創設：市町村税（道府県税戸数割は廃止）

昭和15年度

・課税標準は、①所得額、資力等に応じて等級を設け、等級別に定額で課税する方法、②賦課額を見立に
より定める方法から、市町村の実情に応じ条例で決定
・税率については、納税義務者１人に対する最高賦課額を法定

※ 人口70万人以上の市：2,000円、その他の市：1,500円、町村：1,000円

・府県民税の創設（昭和21年度）

市町村民税の創設（市町村税戸数割及び所得税附加税（道府県税）は廃止）
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【均等割の標準税率（制限税率）】
人口50万人以上の市：800円（1,000円）、人口５万人以上50万人未満の市：600円（750円）、
その他の市・町村 ：400円（ 500円）

【所得割】
課税標準は所得税に準拠し、下記から選択

昭和25年度（シャウプ税制）

本文方式
「所得税法の規定による総所得金額」－「所得税法の規定による各種所得控除」

＝ 第２（本文）方式 （総所得金額－各種所得控除）

＝ 第２ただし書き方式 （総所得金額－基礎控除）（※２）

＝ 第３（本文）方式 （総所得金額－各種所得控除－所得税額）

＝ 第３ただし書き方式 （総所得金額－基礎控除－所得税額） （※２）

所得税額

（※１）課税総所得金額＝

課税総所得金額（※１）

ただし書方式
「所得税法の規定による総所得金額」－「所得税法の規定による基礎控除」

課税総所得金額（※１）

－所得税額

＝ 第１方式１

２

３

雑損控除、医療費控除、社会保険料控除、
生命保険料控除、基礎控除、扶養控除

１

２

３

標準税率
制限税率

18％
20％

制限税率 10％ （※３）

制限税率 20％ （※３）

（※２）昭和26年度から追加

（※３）昭和32年度から10段階の準拠税率に移行

我が国の個人住民税の沿革（イメージ）②

市町村民税均等割・所得割の創設（道府県民税は廃止）

昭和29年度 道府県民税均等割・所得割の創設

【均等割標準税率】100円
【所得割標準税率】 ５％（課税標準は所得税額）
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○ 所得税改正による個人住民税への自動影響をできる限り遮断するため、課税方式を変更

我が国の個人住民税の沿革（イメージ）③

昭和37年度

（※）課税総所得金額は、所得税の規定によるものから、住民税独自の課税総所得金額（課税標準）として規定。あわせて、所得控除
（基礎控除、扶養控除等）についても、所得税の規定ではなく、住民税独自の各種所得控除の規定として整備。

＝第２（本文）方式 （総所得金額－各種所得控除）

＝第２ただし書き方式 （総所得金額－基礎控除）
課税標準：課税総所得金額（※）

昭和41年度

○ 市町村民税所得割の課税方式（※）の統一（昭和40年度）

課税総所得金額＝総所得金額－各種所得控除

○ 標準税率、制限税率（標準税率の1.5倍）を設定（昭和39年度）

標準税率の累進税率（13段階）
4～18%

税率

納税義務者数：約3,046万人（均等割） 、約2,282万人（所得割） 、人口：約10,135万人

扶養控除の創設
（昭和37年度）

配偶者控除（所得控除）の創設
（扶養控除から分離：昭和41年度）

納税義務者数：約2,735万人（均等割）、約1,686万人（所得割）、人口：約9,737万人
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我が国の個人住民税の沿革（イメージ）④

平成２年度

利子所得

配当所得

不動産所得

事業所得

給与所得

退職所得

山林所得

譲渡所得（長期）

税額

税額

税額

税額五分五乗方式

50万
控除

×1/2

50万
控除

50万
控除

累進税率（３段階）
5･10･15%×1/2退職所得控除

給与所得控除

税額

非課税

源泉分離課税

申告分離課税
（比例税率）

（選択）

一時所得

株式等に係る
譲渡所得等

公的年金等
に係る雑所得

公的年金等
以外の雑所得

公的年金等控除

所得税において
源泉分離課税を選択した場合

納税義務者数：約4,105万人（均等割） 、約4,569万人（所得割） 、人口：約12,316万人

個人単位課税
（資産所得の合算
課税の廃止）

株式等の譲渡所得等を申告分離
課税により原則課税化

（所得税の源泉分離課税を
選択した場合は非課税）

公的年金等を雑所得に分類
公的年金等控除の創設

（昭和63年度）

非課税限度額の創設

均等割：昭和51年度
所得割：昭和56年度

配偶者特別
控除の創設

（昭和63年度）

＜所得控除＞

雑損控除

医療費控除

社会保険料控除

小規模企業共済
等掛金控除

生命保険料控除

寄附金控除

障害者控除

老年者控除

寡婦（寡夫）
控除

勤労学生控除

配偶者控除

（30万円）

配偶者特別控除

扶養控除
（30万円）

基礎控除
（30万円）

給与所得控除の拡充
（昭和50年度）

特定支出控除の創設
（昭和63年度）

（控除率：25～５％）

（控除率：40～５％）
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利子所得

配当所得

不動産所得

事業所得

給与所得

退職所得

山林所得

譲渡所得（長期）

税額

税額

税額

税額五分五乗方式

50万
控除

×1/2

50万
控除

50万
控除

×1/2退職所得控除

給与所得控除

税額

20％（※）源泉分離課税

20％（※）申告分離課税
（比例税率）

一時所得

株式等に係る
譲渡所得等

公的年金等
に係る雑所得

公的年金等
以外の雑所得

公的年金等控除

我が国の個人住民税の沿革（イメージ）⑤

平成16年度

○ 金融所得課税の一体化への取組み
・ 株式等の譲渡所得等の20％（個人住民税５％、所得税15％ ）申告分離課税へ一本化

（注）平成15年～平成25年末：10％（個人住民税３％ 、所得税７％ ）軽減税率の特例の適用

・ 上場株式等の配当所得の申告不要選択制（配当割）の導入

累進税率（３段階）
5･10･13%

※ 上場株式等の配当等については、
申告不要を選択することにより、
特別徴収のみで課税関係が終了

納税義務者数：約4,612万人（均等割） 、約4,996万人（所得割） 、人口：12,687万人

申告不要の場合、20％（※）源泉徴収
のみで課税関係終了（配当）

（※）うち住民税５％

（注）平成15年１月１日から平成25年12月31日
までは、10％（個人住民税3％ 、所得税7％ ）
軽減税率の特例が適用。

（控除率：40～５％）

（控除率：25～５％）

＜所得控除＞

雑損控除

医療費控除

社会保険料控除

小規模企業共済
等掛金控除

生命保険料控除

損害保険料控除

寄附金控除

障害者控除

老年者控除
⇒ 廃止

寡婦（寡夫）
控除

勤労学生控除

配偶者控除
（33万円）

配偶者特別控除

扶養控除
（33万円）

基礎控除
（33万円）

老年者控除の廃止
（平成18年度）

公的年金等控除
（最低保障額等）の縮減

（平成18年度）

配偶者特別控除
（上乗せ部分）の廃止

（平成17年度）
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○ 個人住民税は５％、１０％、１３％の累進税率から、１０％比例税率化
○ 一方、所得税は最低税率１０％→５％、最高税率３７％→４０％

１０％１０％
５％

５％

３％

（～平成18年度） （平成19年度～）
10%比例税率化

１３％
１０％

５％
０ 200

万円

700
万円

０ 200
万円

700
万円

１０％

国（所得税）
国から地方へ
（約3.4兆円）

地方から国へ
（約0.4兆円）

０

税源移譲

<参考>所得税率

10%
20%

30%
37%

４段階

5%
10%

20%
23%

33%
40%

６段階

（平成19年～）

（～平成18年）

（注）平成27年分以後の所得税から
税率45％を加えた７段階となっている

我が国の個人住民税の沿革（イメージ）⑥

平成19年度

○ 10％比例税率化により、個人住民税の応益原則を強化
※ 税源移譲に伴い、個人住民税所得割は累進税率（５％、10％、13％）から比例税率（10％）に

納税義務者数：約5,985万人（均等割） 、5,563万人（所得割） 、人口：12,707万人

○ 生計同一妻に対する均等割非課税措置の廃止（平成17年度）
○ 65歳以上の者（合計所得金額125万円以下）に係る非課税措置の廃止（平成18年度）
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我が国の個人住民税の沿革（イメージ）⑦

平成29年度

利子所得
（預貯金等）

配当所得

不動産所得

事業所得

給与所得

退職所得

山林所得

譲渡所得（長期）

税額

税額

税額

税額

50万
控除

×1/2

50万
控除

50万
控除

×1/2退職所得控除

給与所得控除

税額

20％（※）源泉分離課税

20％（※）申告分離課税

比例税率

一時所得

上場株式等の
配当所得等

公的年金等
に係る雑所得

公的年金等
以外の雑所得

公的年金等控除

比例税率
10%

（※）うち住民税５％

税額
20％（※）申告分離課税

比例税率

税額
20％（※）申告分離課税

比例税率

＜所得控除＞

雑損控除

医療費控除

社会保険料控除

小規模企業共済
等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

障害者控除

寡婦（寡夫）
控除

勤労学生控除

配偶者控除

配偶者特別控除

扶養控除

基礎控除

損
益
通
算

特定公社債等の
利子所得等

上場株式等の
譲渡所得等

特定公社債等の
譲渡所得等

一般株式等（非上場株
式等・一般公社債）に

係る譲渡所得等

損益通算の対象に、特定公社債等の利子所得等及び譲渡
所得等を追加

金
融
所
得
課
税
の
一
体
化

（控除率：40～５％）

（控除率：25～５％）

上場株式等の譲渡損失と配当等との損益通算の導入
（平成22年度）
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個人住民税における税率構造の推移（イメージ）

平成元年度分

３段階

課税標準

平成11年度分

３段階

課税標準

平成19年度分

一律

課税標準

昭和41年度分

１３段階

課税標準

昭和63年度分

７段階

課税標準

税率 税率

税率 税率 税率

10％10％10％

15％

13％

５％ ５％

５％

７％

10％

12％

14％
15％

16％

５％
４％

６％
７％
８％

11％
12％
13％
14％

15％
16％

17％
18％
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そ の 他



所得課税（比例税率）における負担調整制度の効果（イメージ）

○ 我が国における個人住民税は比例税率となっており、この比例税率における所得課税の場合は、負担調整効果
の観点から見れば、①所得控除、③ゼロ税率、④税額控除については、いずれも同じ効果となる。また、②合算分
割課税（２分割）については、そのこと自体による負担調整効果は生じない。

税率

収入

税額

給与収入の額に税率をそのまま適用した場合

給与収入

税率

収入

軽減額

①所得控除

所得控除Ｙ
収入

軽減なし

②合算分割課税（２分割）

ＹＹ×1/2

ＡＡ

合算分割課税（２分割）においては、
所得控除後の額（Ｙ）の２分の１の額に
係る税額（Ａ）を２倍して税額を算出。

税率

収入

軽
減
額

③ゼロ税率

ゼロ税率

税率

収入

④税額控除

税額控除

軽
減
額
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地方税の主要税目の税収と特徴

税 収
（27年度地方財政計画額）

特 徴

個人住民税 １２．２兆円

・ 地域社会の費用を住民がその能力に応じ広く負担を分任するという
負担分任の性格や、地方公共団体からの受益に対する対価としての
応益性という性格を有する。

・ 個人住民税の負担分任の性格から所得税に比較してより広い範囲
の納税義務者がその負担を分かち合うべきもの。

・ 安定的で税収の変動が少なく、偏在が少ないという性格を持っている。

法人事業税
・

法人住民税

８．２兆円※

※税収は地方法人特別税を含む。

・ 法人が事業活動を行うに当たっての地方公共団体からの受益に対す
る経費を分担すべきであるという考え方や、地域社会の費用につい
て、その構成員である法人にも幅広く負担を求めるという考え方に基
づき課税。

・ 成長戦略との整合性や企業の国際的な競争力の維持・向上などに対
する配慮が必要。

・ 税収が景気の動向に比較的左右されやすい。

地方消費税 ４．６兆円

・ 勤労世代など特定の者への負担が集中せず、広く社会の構成員が
負担を分かち合うことができる。

・ 税収が景気の動向に比較的左右されにくく安定的。
・ 貯蓄を課税ベースとしないことから、簡素な仕組みとも相まって経済

活動に与える歪みが小さく、経済成長を図る上で効率的。
・ 所得に対する負担率が低所得者ほど高くなることを指して、逆進的で

あると指摘される。

固定資産税 ８．６兆円

・ 固定資産（土地・家屋・償却資産）の保有と市町村の行政サービスと
の間の一般的な受益関係に着目して、これらのサービスの財源を調
達する機能を有しており、市町村財政を安定的に支える基幹税目。

・ どの市町村にも広く存在する固定資産を課税客体としており、税源の
偏りも小さい。

（注）税制調査会 「わが国税制の現状と課題－21世紀に向けた国民の参加と選択－(平成12年７月)」等より作成。
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